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1．はじめに
近年、大地震発生の切迫が指摘される中、内閣府より事業継続計画(BCP;Business Continuity Plan)に関するガイドライン参文1)が公開され、地震時における必要最低限の機能確保や早期復旧が重要な課題とされている。そこで、工学院大学でも新宿校舎を対象に地震防災対策を進めているが、必ずしも十分とは言えない。
そこで、本研究は超高層建築である工学院大学新宿校舎高層棟(以降　高層棟)における建築設備の地震リスク及び耐震性能を評価し、地震防災対策を計画・立案することを目的としている。本報告は、3年間の研究成果を最終年度報告としてまとめたものである。以下に、各年度の主な研究内容を示す。
初年度(平成18年度)

兵庫県南部地震，新潟県中越地震に関する文献より、建築設備における地震被害事例の確認を行った。また、各種ライフラインの地震防災対策と高層棟への供給システムから供給停止時の対応や地震防災対策の必要性を確認した。
次年度(平成19年度)

本フロンティア事業における他課題より提案された、復旧曲線，Bottleneck Index(以降　B.I.)の2つの評価指標註1)を高層棟における建築設備に適用し、指標の適用性と有効性を確認した。
最終年度(平成20年度)

高層棟における建築設備の地震リスク評価を行うため、入力条件として、設備機器の耐力値，復旧日数を設定した。また、地震時建物利用を考慮し復旧曲線，B.I.を適用することで水の確保には水槽の耐震性能が重要であることを確認し、水の確保への補強対策を計画した。
2．建築設備の被害事例
直下地震である兵庫県南部地震と新潟県中越地震に関する文献より建築設備の被害事例を確認した。調査対象は震災直後、数日間建物内で生活することを想定し、生命，生活環境の維持に最低限必要だと考えられる給排水衛生設備，空調設備，電気設備とした。表1に建築設備の主な被害事例を示す。
a.給排水衛生設備の被害
スロッシングによる高置水槽，受水槽の天板・側板破損や配管取付け部の破損，地盤不同沈下による各種(給水，排水，消火)配管引込み部における折損等であった。
b.空調設備の被害
機器据え付け部の破損による移動・転倒によって冷温水管が破損し、漏水につながった事例や空調機の移動に追従し、ダクトチャンバが変形・破損し、脱落する被害が多数発生した。
c.電気設備の被害
機器類のずれ・落下や制御盤，配電盤の転倒が多く、停電や漏電も併発した。
3．建物・設備概要
図1に高層棟の配置図，表2に建物・設備概要を示す。給水は重力給水方式により低層，中層，高層の3系統で行われ、衛生器具(手洗い器，便器)への給水は男女別の2系統で構成されている。排水は地上階が合流式による重力式排水，地下階は分流式による機械式排水である。
空調設備の冷水・蒸気系統においては、地域冷暖房施設(以降　DHC)より冷水，蒸気の供給を受けてB3階のヘッダを介し、以降は冷水が2系統，蒸気が1系統で供給されている。空調機は南北2箇所に設
[image: image1.bmp]
置され教室，研究室階を2層ごとに空調し、コンピュータ機械室等は個別に空調している。電源は、B6～14階がB3階の特高変電室の供給範囲で、15～29階が21階の中間電気室の供給範囲である。
4．ライフライン施設の基礎調査参文8)
　近代都市における高度な情報周密地区では、一般的なライフラインネットワークの途絶による経済的・機能的損害が大きい。そこで、高層棟への供給システムから地震防災対策の必要性を明確にする。
　a. 水道
配水管は道路に沿い網目状に張り巡らされ、耐震継手管の採用等の防災対策が随時施されているが、水供給の停止や給水管の引込み部が地盤沈下により折損する危険性があるため、水槽類は緊急遮断弁設置等の対策により、水の確保を行う必要がある。
　b. ガス
供給システムは24時間監視され、常時安定供給されている。ガス供給は、供給停止地域を最小限にするためブロックに分けられており、地区ガバナには地震センサ(以降　SIセンサ)が設置され、地震を感知し自動的にガスを遮断する。DHCには中圧導管より中圧ガスが供給されており、地震時はSIセンサが感知する地震の規模に応じて点検が行われる。
c. 電気
供給設備の多重化，送電線や配電線の連携を行うことで1回線供給停止に至った場合でも他の2回線を用いた通常供給が可能となっている。高層棟はスポットネットワーク方式を用いた3回線引込みであり、１回線損傷した場合は通常供給が可能である。しかし、2回線損傷した場合においては供給先を限定し供給量を限定する必要がある。
5．コンポーネントの耐力と復旧日数の設定
設備機器や配管類(以降　コンポーネント)の耐力は、前述した過去の地震被害と表3に示す設備機器の施工状況より表4コンポーネントの被害モードに示す大小2通りの被害形態を設定し、コンポーネントに生じる応力状況と許容応力度を基に部材強度で耐力を検討することとした。表5に給排水設備における中間水槽，揚水ポンプを例に、復旧に要する工程，表6に上水機能のフラジリティ情報を示す。本報において設備機能の復旧は工場加工に要する期間を一律3週間とし、それに施工期間(工事期間及び片付け期間)を加え設定した。図2に上水機能の耐力値を示す。水槽はアンカボルトの強度と側板パネルの水圧強度より検討した。水槽以外の床置き機器はアンカボルトの強度より検討した。立て管においては図3入力地震動註2)より、設計基準である層間変形角1/100を超えていないため、加速度により慣性力として生じる応力で耐力を検討した。本報では、補強方法の検討は行わず、補強後の耐力は補強前の2倍とした。本報では上水機能を対象に地震リスク評価を行うため、施工状況，復旧日数，耐力等は上水機能に関わるコンポーネントのみを対象とした。
[image: image2.bmp][image: image3.emf]0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

[image: image4.emf]0

5

10

15

20

25

30

0 0.005 0.01

[image: image5.emf]0

5

10

15

20

25

30

0 500 1000 1500

[image: image6.emf]0

20

40

60

80

100

0 5 10 15 20 25 30



6．上水機能の評価システムモデルの構築
建築設備は固有の機能を有する複数のコンポーネントを有機的に接続することで、システムとして機能している。ゆえに、コンポーネントのどこか1箇所が被害を受けた場合、被害の位置によっては全エリアの機能が喪失する。そこで、搬送機器・系統において単体の被害を影響度として反映するため、各系統の機能を構成する設備機器をエリア単位で有機的に接続した直列モデル(以降　ライン)を構成し並列に積み上げる。これを評価システムモデルとする。なお、文献参文5)にて地盤沈下による配管被害も報告されているが、本報では建物外部のライフライン機能は健全なものとする。
高層棟の施工状況を調査した結果参文9)排水槽，排水ポンプ枝管，給水ヘッダに被害が生じないと考えられるため、評価対象外とする。本報では、地震時の生命維持を考え、上水機能を評価対象とし、地下階を供給している男子系統の機能維持を優先とした。ゆえに、給排水設備は男子トイレ系統の1系統を評価した。図4に上水機能の評価システムモデルを示す。ラインはB2～28Fまでの男子トイレ系統、計27ラインとし1ラインの影響度は一律1/27とした。
7．給排水機能におけるコンポーネントの重要度
図5に示す給排水機能の被害影響範囲より上水機能の損失範囲を検討し、給排水機能におけるコンポーネントの重要度を表7に示すように設定した。①受変電機器は給水機能において動力となり、ここでの被害は、上階への給水が不可能となる。また、受水槽は供給元であるため、いずれの場合も全エリアへの供給が不可能となることからn/nの影響度とする。②揚水ポンプ等は系統分別されており、ここでの被害は系統単位で供給不可能となることからni/n(i=8，20，PH)の影響度とする。③排水管は重力式排水のため被害箇所より上階のエリアで排水が不可能となることから1～n/nの影響度とする。
8．地震時建物利用を考慮した評価と補強の検討
文献註3)より地震時の初期対応を鑑みると中層階，高層階の学生は低層階の教室に割り振られ、災害対策本部の指示の下、安否確認が進められるよう訓練が実施されている。ゆえに、帰宅困難者は低層階で数日間過ごすことが考えられる。そこで、構築した上水機能の評価システムモデルにB.I.を適用し、地震時建物利用階における上水男子トイレ系統の耐震性能評価を行った。また、文献参文10)によると機能停止の確率関数には、被害事象の相関係数を考慮する必要がある。なお、本報では同論文を基に地震による建築設備被害事象の相関係数を0.64とした。
表8に地震時建物利用階の上水男子系統機能のB.I.を占めす。地震時建物利用から考えると、水の



確保は重要であるが、B.I.の評価結果より受水槽(B3階)，中間水槽(8階)がボトルネックであり、水の確保が困難だと考えられる。ゆえに、受水槽(B3階)，中間水槽(8階)に対し、事前対策として耐震補強及び緊急遮断弁の設置を行い、地震時の水の確保に努める必要がある。そこで、受水槽(B3階)，中間水槽(8階)を補強対象とし、再度評価を行った。結果、受水槽，中間水槽(8階)のB.I.が小さくなり、ボトルネックが改善された。
図6に地震時建物利用階の上水男子トイレ機能の復旧曲線を示す。補強前では、約12日で87[%]の機能が復旧し、約6日復旧が停滞した後、約18日で完全復旧している。一方、耐震補強を施すことにより、約4日で87[%]の機能が復旧し、約10日復旧が停滞した後、約14日で完全復旧している。
9．まとめ
初年度(平成18年度)の研究成果
既往の研究より超高層建築物と教育施設における耐震診断・対策，地震リスク評価に関する研究がないことを確認した。また、直下型地震である、兵庫県南部地震，新潟県中越地震時における建築設備の被害事例を確認した後、超高層建築物における地震被害の予測を行い、機器・配管類の支持・固定部分での被害が建築設備の被害の直接的な原因となることを確認した。さらに、ライフラインの調査から地震防災対策の必要性を確認した。
次年度(平成19年度)の研究成果
他課題の成果である復旧曲線，B.I.という評価指標を用い、給排水設備，空調設備の評価システムモデルを構築し、評価指標の適用性を確認した(本報では紙面上、給排水設備を記載した)。
最終年度(平成20年度)の研究成果
これまでの設備被害事例と高層棟におけるコンポーネントの施工状況より機器単体の被害モードを設定した後、被害モードに即した復旧日数及び耐力値を入力条件として設定した。設定した入力条件を用い、高層棟の給排水設備における上水機能に復旧曲線，B.I.を適用することで設備機能の期待復旧日数，システム上のボトルネックを定量的に評価した。地震時建物利用を考慮し評価するとB.I.は受水槽(B3階)，中間水槽(8階)の値が大きく、水の確保が困難であることを確認した。
10．総括
建築設備の被害事例より、建築設備が損傷する直接的な原因及びライフラインの調査から地震防災対策の必要性を確認した。復旧曲線，B.I.という評価指標を地震時建物階の上水機能に適用すると、受水槽(B3階)，中間水槽(8階)がボトルネックであることを確認した。受水槽(B3階)，中間水槽(8階)を補強対象として再評価を行うことで、復旧日数が短縮され、B.I.も他のコンポーネントとの差が小さくなり、ボトルネックが解消され、受水槽(B3階)，中間水槽(8階)の補強の有効性を確認した。
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ａ 給排水衛生設備�
・高置水槽，受水槽の天板及び側板の破損


・地盤不同沈下による配管(給水，排水，消火)引込み部の折損


・ポンプフレキシブル継手からの漏水


・停電による湧水，汚水ポンプの停止とそれに伴う地下設備機器の水没�
・受水槽の天板及び間仕切り接合部の亀裂


・パネル形水槽の側板の抜け


・受水槽，高置水槽における配管取付け部の破断(貯湯槽においても同様の被害が発生)


・取付けUボルトの折損と置基礎未固定による給水管基礎の変位�
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ｂ 空調設備�
・空調機の転倒


・屋外機の脚部損傷と転倒


・冷温水管の枝分岐部における破損とそれに伴う漏水


・接続ダクトの揺れによるファンキャンパス継手の破断


・FCU傾倒による漏水�
・空調機の転倒


・機器本体の配管取付け部の破断と漏水，冷媒ガスの漏れ


・ビル用ヒートポンプマルチエアコンの室内機，室外機の傾倒・移動


・ダクトの脱落・破損�
�
ｃ 電気設備�
・発電機本体の防振ゴムの劣化とストッパ不足による移動及び接続配管の破断


・エレベータ制御盤の転倒�
・屋外キュービクルの傾倒


・配電盤の転倒


・照明及びルーバの落下


・自家発電機の機能障害�
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表1　建築設備の被害事例





�
中間水槽�
ポンプ�
�
工場加工期間�
―�
防振架台制作�
�
工事期間�
水抜き


配管撤去・搬出


水槽解体・搬出


水槽搬入・組立


配管搬入・組立


水張りテスト


防露工事�
養生


撤去・段取り


ポンプ取り外し


防振架台撤去・搬入


防振架台据え付け


ポンプ据え付け


電気工事


配管接続�
�
片付け期間�
試運転・調整�
片付け・清掃�
�
日数[日]�
39日�
25日�
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表5　中間水槽，揚水ポンプの復旧に要する工程





表6　上水機能のフラジリティ情報





機器名称�
設置階[階]�
復旧日数[日]�
�
�
�
軽微�
大破�
�
A:電気設備�
特高変電室�
B3�
1�
21�
�
�
中間電気室�
21�
�
�
�
B:水槽類�
受水槽�
B3�
17�
48�
�
�
高置水槽�
R�
�
39�
�
�
中間水槽�
8，21�
�
�
�
　　C:揚水ポンプ�
B5�
1�
25�
�
D:揚水管�
B5～R�
�
27�
�
E:給水管�
B2～R�
�
�
�
F:排水管�
B6～28�
�
�
�






機器名称�
高層棟の施工状況�
�
水槽�
･ボルトによる本体と平架の固定


･アンカボルトによる平架台とコンクリート基礎の固定(コンクリート基礎は躯体と一体施工)


･旧耐震設計�
�
ポンプ�
･アンカボルトによる防振架台とコンクリート基礎の固定


･防振架台内側にコーナーストッパをボルトで設置�
�
受変電機器�
･コンクリート基礎にアンカボルトを用いて固定�
�
配管�
･ステンレス配管を使用


･枝管は変位吸収管継手を使用�
�






表3　設備機器の施工状況





機器名称�
被害モード�
�
�
軽微�
大破�
�
水槽�
側板パネルの僅かな亀裂�
アンカボルトの破断による移動，転倒�
�
ポンプ�
アンカボルトの変形�
�
�
受変電機器�
�
�
�
立て管�
僅かな残留変形�
フランジパッキン部からの漏水�
�






表4　コンポーネントの被害モード
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図1　配置図





所在地/用途�
東京都/教育施設�
�
竣工年�
1989年7月�
�
延床面積�
約36,000[m2]�
�
階数�
地上29階，塔屋1階，地下6階�
�
軒高/最高�
約123[m]/約143[m]�
�
構造種別�
地上階:鉄骨造


B1～B2階:鉄骨鉄筋コンクリート造�B3～B6階:鉄筋コンクリート造�
�
給水�
上水:100Aで引込み,B3階にて貯水


中水:65Aで引込み,B6階にて貯水�
�
電源�
スポットネットワーク方式:3回線


引込み


自家発電装置(B3階)�
�






表2　建物・設備概要





図4　上水機能の評価システムモデル
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図5　給排水機能の


被害影響範囲
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�
機器名称�
高層


系統�
中層


系統�
低層


系統�
�
①�
受変電機器


受水槽�
n/n�
n/n�
n/n�
�
②�
揚水ポンプ


中間水槽


揚水管


給水管�
nPH/n�
n20/n�
n8/n�
�
③�
排水管�
1～n/n�
1～n/n�
1～n/n�
�
※表7中の数字は図5中の数字である。





表7　給排水機能における


コンポーネントの重要度





�
機器名称�
影響度�
期待復旧日数�
B.I.�
�
1�
受水槽�
1.00 �
10.10 �
10.10 �
�
2�
中間水槽(L)�
0.88 �
 1.67 �
 1.46 �
�
3�
トイレ系統給水管(L)(7F-8F)�
0.88 �
 1.21 �
 1.06 �
�
4�
トイレ系統給水管(L)(B2F-B1F)�
0.88 �
 1.03 �
 0.90 �
�
5�
トイレ系統給水管(L)(B1F-1F)�
0.88 �
 1.03 �
 0.90 �
�
6�
揚水管(M)(16F-17F)�
0.13 �
 6.79 �
 0.85 �
�
7�
トイレ系統給水管(L)(B3F-B2F)�
0.88 �
 0.91 �
 0.80 �
�
・・・・�
�






表8　地震時建物利用階の上水男子トイレ系統のB.I.








○：軽微


◇：大破





[cm/sec2]
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※図中のA～Fは表6中のものである。





図2　上水機能の耐力値








図3　入力地震動
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図6　地震時建物利用階の上水男子トイレ機能の復旧曲線
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　　：補強前　　：受水槽(B3階)，中間水槽(8階)補強後
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